
１　地方自治法第180条の５に基づき設置されている執行機関

R4 R3 R4 R3 R4 R3

1 監査委員 3 3 0 0 0.00% 0.00%

2 選挙管理委員会 4 4 1 1 25.00% 25.00%

3 固定資産評価審査委員会 3 3 0 0 0.00% 0.00%

4 公平委員会 3 3 1 1 33.33% 33.33%

5 農業委員会 18 18 1 1 5.56% 5.56%

6 教育委員会 5 5 2 2 40.00% 40.00%

36 36 5 5 13.89% 13.89%

２　法令・条例に基づき設置されている附属機関

R4 R3 R4 R3 R4 R3

1 国民保護協議会 39 38 6 6 15.38% 15.79%

2 防災会議 40 39 6 6 15.00% 15.38%

3 表彰審査委員会 6 6 3 3 50.00% 50.00%

4 町名整理審議会 13 13 2 4 15.38% 30.77%

5 情報公開・個人情報保護審査会 5 5 2 2 40.00% 40.00%

6 行政不服審査会 3 3 0 0 0.00% 0.00%

7 公契約審議会 6 6 1 1 16.67% 16.67%

8 民生委員推薦会 8 8 2 2 25.00% 25.00%

9 国民健康保険運営協議会 13 13 6 6 46.15% 46.15%

10 子ども・子育て会議 11 11 8 8 72.73% 72.73%

11 休日夜間急病診療所運営協議会 11 11 2 2 18.18% 18.18%

12 交通安全対策会議 13 13 0 1 0.00% 7.69%

13 小坂井文化センター運営審議会 10 10 3 3 30.00% 30.00%

14 男女共同参画審議会 10 10 6 7 60.00% 70.00%

15 環境審議会 14 14 6 6 42.86% 42.86%

16 空家等対策協議会 11 11 2 2 18.18% 18.18%

17 都市計画審議会 15 15 4 3 26.67% 20.00%

18 東三河都市計画事業豊川西部土地区画整理審議会 14 14 1 1 7.14% 7.14%

19 東三河都市計画事業豊川駅東土地区画整理審議会 14 14 1 1 7.14% 7.14%

20 教育支援委員会 24 24 14 16 58.33% 66.67%

21 学校運営協議会 280 279 99 99 35.36% 35.48%

22 いじめ問題対策連絡協議会 13 13 2 2 15.38% 15.38%

23 いじめ問題専門委員会 5 5 3 3 60.00% 60.00%

24 社会教育審議会 13 13 5 5 38.46% 38.46%

25 青少年問題協議会 13 13 1 1 7.69% 7.69%

26 少年愛護センター運営委員会 16 16 2 2 12.50% 12.50%

27 文化財保護審議会 9 9 1 1 11.11% 11.11%

28 給食センター運営委員会 9 9 4 3 44.44% 33.33%

29 中央図書館協議会 10 10 8 8 80.00% 80.00%

30 地域情報ライブラリー運営委員会 6 6 2 2 33.33% 33.33%

654 651 202 206 30.89% 31.64%

合計（平均）

番
号

附属機関名
委員総数 女性比率

豊川市における審議会等委員への女性登用状況
令和４年４月１日現在（単位：人）

番
号

執行機関名
委員総数 女性委員数 女性比率

女性委員数

合計（平均）

資料３
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３　要綱や規約等に基づき設置されている審議会等

R4 R3 R4 R3 R4 R3

1 まち・ひと・しごと創生総合戦略会議 11 11 3 3 27.27% 27.27%

2 行政経営改革審議会 13 13 4 3 30.77% 23.08%

3 福祉有償運送運営協議会 10 12 3 2 30.00% 16.67%

4 障害者地域自立支援協議会 12 12 2 2 16.67% 16.67%

5 障害者差別解消支援地域協議会 20 20 7 7 35.00% 35.00%

6 高齢者虐待防止ネットワーク運営協議会 11 11 3 4 27.27% 36.36%

7 老人ホーム入所判定委員会 5 5 1 1 20.00% 20.00%

8 地域包括ケア推進協議会 35 35 10 10 28.57% 28.57%

9 保健対策推進協議会 12 12 2 2 16.67% 16.67%

10 予防接種健康被害調査委員会 6 6 0 0 0.00% 0.00%

11 市民協働推進委員会 9 9 5 5 55.56% 55.56%

12 地域公共交通会議 23 23 3 3 13.04% 13.04%

13 文化のまちづくり委員会 7 7 3 3 42.86% 42.86%

14 桜ヶ丘ミュージアム協議会 7 7 3 3 42.86% 42.86%

15 桜ヶ丘ミュージアム美術資料収集委員会 4 4 0 0 0.00% 0.00%

豊川市民病院新改革プラン評価委員会 ― 5 ― 0 ― 0.00%

16 教育行政事務点検評価委員会 3 3 2 2 66.67% 66.67%

17 豊川市の未来を拓く教育推進懇談会 6 6 2 2 33.33% 33.33%

18 幼児教育研究協議会 15 15 10 10 66.67% 66.67%

19 豊川市民病院地域医療支援委員会 17 16 3 2 17.65% 12.50%

20 子ども・若者支援地域協議会 18 18 0 1 0.00% 5.56%

21 三河国分寺跡調査指導委員会 4 4 0 0 0.00% 0.00%

248 254 66 65 26.61% 25.59%

4　１～３合計

938 941 273 276 29.10% 29.33%合計（平均）

豊川市における審議会等委員への女性登用状況
令和４年４月１日現在（単位：人）

番
号

審議会等名
委員総数 女性委員数

女性比率女性委員数

女性比率

委員総数

合計
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30.89%2022（令和4）年

2020（令和2）年 31.49% 28.02% 9位/37市

9位/37市202１（令和3）年 31.64% 28.13%

6位/37市2016（平成28）年 33.48% 27.03%

31.04% 27.85% 8位/37市

2018（平成30）年 31.21% 27.76%

26.25% 6位/37市

15.20%

2019（平成31）年

2014（平成26）年 31.18%

2015（平成27）年

年度

18.83%

13.02%2000（平成12）年

21.26%

2005（平成17）年 23.01%

31.29%

24位／34市

20位／34市2006（平成18）年

2002（平成14）年

20.64% 22.27%

25.69% 6位/37市

2008（平成20）年

【参考】豊川市における女性登用率の推移

女性登用率

2003（平成15）年

2004（平成16）年

2010（平成22）年

県内平均率

24位／30市

順位

2007（平成19）年

24.58% 7位/37市2013（平成25）年

22.07% 22.45%

20.97%

2009（平成2１）年 24.04%

2011（平成23）年

28.74%

25.00% 12位／37市24.11%

24.55%

25.11% 23位／36市21.79%

23.80%

2012（平成24）年

26位／30市

18位／31市

16.97% 27位／30市

17位／34市

22.67%

23位／34市23.46%

21.75%

23.83%

14位／3１市

2017（平成29）年 32.72% 27.53% 5位/37市

2001（平成13）年 13.58% 18.19% 25位／30市

21位／35市

21.10%

8位/37市

19.78%

　「豊川市男女共同参画基本計画」での位置付け：審議会等委員の登用率を2025（令和７）年度
末までのできるだけ早い時期に40％を達成することを目標とします。

※附属機関を対象。名古屋市を除く数値。

※「審議会委員等への女性登用促進に関するガイドライン」について

0%

10%

20%

30%

40% 豊川市における女性登用率の推移

豊川市 県内平均率
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各審議会等委員構成の内訳

１　地方自治法第１８０条の5に基づき設置されている執行機関

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

その
他内
容

1 豊川市監査委員 企画部 人事課 3 0 0.00% 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0

令和2年及び平成30年中
に学識経験者を1名ずつ
選任したが、その際に選
任した者以上の適任者が
いないため。また議会選
出の委員については、選
考を市議会に一任してい
るため。

候補者の推薦を依頼する際
に、女性委員を積極的に紹介
してもらうように働きかける。
（学識経験者）

5月、10月

2 豊川市選挙管理委員会 総務部 行政課 4 1 25.00% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1
委員は市議会における選
挙により選出されるため。

委員は市議会における選挙に
より選出されるため、改善は
見込めない。（その他）

3
豊川市固定資産評価審
査委員会

総務部 行政課 3 0 0.00% 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0

学識経験者の候補者のう
ちから委員を選任する
際、女性の学識経験者に
も依頼をしたものの実現
しなかったため。

次回選定時に女性も含めて広
く候補者を探す。（学識経験
者）

7月、12月

4 豊川市公平委員会 総務部 行政課 3 1 33.33% 0 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0
学識経験者の候補者に
女性が少なく、選任が困
難であるため。

次回選定時に女性も含めて広
く候補者を探す。（学識経験
者）

10月

5 豊川市農業委員会 産業部 農務課 18 1 5.56% 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 17 1

委員の選定方法は任命
制（市長が議会の同意を
得て任命）で、原則として
過半を認定農業者とする
こととなっている。本市に
おける認定農業者の女性
割合は2％程度であり、女
性登用率を40％以上とす
ることが困難な状況であ
るため。

認定農業者に占める女子の
割合が少ないため改善は見
込めないが、女性委員を登用
できるよう積極的に働きかけ
る。（その他）

6 豊川市教育委員会
教育委
員会

庶務課 5 2 40.00% 0 0 0 0 5 2 0 0 0 0 0 0 40％以上達成 ―

合　計 36 5 13.89% 0 0 0 0 14 3 0 0 1 0 21 2

行政関係 その他
委員構成の内訳

改善策
※（）内は対象となる区分

令和4年度中
の

改選期

女性委員を４０％以上登
用できない理由

団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募整
理
番
号

審議会等の名称 部等名 課等名

現在の委員構成

委員数
女性委
員数

女性委員の
割合
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２　法令・条例に基づき設置されている附属機関

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

その
他内
容

1 豊川市国民保護協議会
危機管
理課

39 6 15.38% 0 0 11 0 7 6 0 0 21 0 0 0
会議の性質上、防災関係
機関の代表者が委員と
なっているため。

平成26年度から専門分野にと
らわれず、関連する領域まで
範囲を広げた。しかし、会議の
性質上、40％以上の登用は厳
しい状況にかわりはない。（学
識経験者）

2 豊川市防災会議
危機管
理課

40 6 15.00% 0 0 12 0 7 6 0 0 21 0 0 0
会議の性質上、防災関係
機関の代表者が委員と
なっているため。

平成26年度から専門分野にと
らわれず、関連する領域まで
範囲を広げた。しかし、会議の
性質上、40％以上の登用は厳
しい状況にかわりはない。（学
識経験者）

3 豊川市表彰審査委員会 企画部 秘書課 6 3 50.00% 0 0 0 0 5 3 0 0 1 0 0 0 40％以上達成 ― 5月

4 豊川市町名整理審議会 総務部 行政課 13 2 15.38% 6 0 4 2 0 0 0 0 3 0 0 0
各団体からの推薦者を登
用しているため。

推薦の依頼をする際、女性委
員の推薦を働きかける。（団体
推薦）

5
豊川市情報公開・個人情
報保護審査会

総務部 行政課 5 2 40.00% 1 0 0 0 4 2 0 0 0 0 0 0 40％以上達成 ―

6 豊川市行政不服審査会 総務部 行政課 3 0 0.00% 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0

学識経験者の候補者のう
ちから委員を選任する
際、女性の学識経験者に
も依頼したものの実現し
なかったため。

次回選定時にも女性も含めて
広く候補者を探す。（学識経験
者）

4月

7 豊川市公契約審議会 総務部
契約検
査課

6 1 16.67% 4 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0

関係団体に適任者の推
薦を依頼しているが、各
関係団体から推薦された
者（代表者等）が男性の
比率が高くなっているた
め。

関係団体に適任者の推薦を
依頼する際、適任者がいれば
積極的に女性を推薦してもら
うようにお願いする。（委員構
成）

9月

整
理
番
号

審議会等の名称 部等名 課等名

現在の委員構成

女性委員を４０％以上登
用できない理由

改善策
※（）内は対象となる区分

令和4年度中
の

改選期
委員数

女性委
員数

女性委員の
割合

団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募
委員構成の内訳

行政関係 その他
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２　法令・条例に基づき設置されている附属機関

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

その
他内
容

整
理
番
号

審議会等の名称 部等名 課等名

現在の委員構成

女性委員を４０％以上登
用できない理由

改善策
※（）内は対象となる区分

令和4年度中
の

改選期
委員数

女性委
員数

女性委員の
割合

団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募
委員構成の内訳

行政関係 その他

8 豊川市民生委員推薦会 福祉部 福祉課 8 2 25.00% 0 0 2 0 1 1 0 0 2 0 3 1

委員は、①民生委員、②
社会福祉事業の実施に
関係のある者、③社会福
祉関係団体の代表者、④
教育に関係のある者、⑤
市の職員、⑥学識経験の
ある者から委嘱すること
になっており、④及び⑥で
女性を登用している。しか
し、③は役職固定、⑤は
福祉及び子育て部局の部
長級職員であるため、随
意の選択が困難な状況で
あるため。

職固定でない委員区分（民生
委員、社会福祉事業の実施に
関係のある者）において、積極
的に女性を登用する。（委員
構成）

10月

9
豊川市国民健康保険運
営協議会

福祉部
保険年
金課

13 6 46.15% 9 2 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 40％以上達成 ― 6月

10
豊川市子ども・子育て会
議

子ども
健康部

子育て
支援課

11 8 72.73% 7 5 0 0 1 0 2 2 1 1 0 0 40％以上達成 ―

11
豊川市休日夜間急病診
療所運営協議会

子ども
健康部

保健セ
ンター

11 2 18.18% 0 0 0 0 9 2 0 0 2 0 0 0

女性委員の登用に努めて
いるが、協議会の性質
上、保健医療団体代表者
や学識経験者、関係行政
機関の職員として特定の
職にある者を委員として
いるため、当該職が女性
でなければ女性委員の登
用ができないため。

女性委員の登用に努めている
が、協議会の資質上、保険医
療団体代表者や学識経験者、
関係行政機関の職員として特
定の職にある者を委員として
おり、当該職が女性でなけれ
ば女性委員の登用ができない
ため、現時点では改善は難し
い。（学識経験者）

12
豊川市交通安全対策会
議

市民部
人権交
通防犯

課
13 0 0.00% 0 0 0 0 0 0 0 0 11 0 2 0

委員を構成する関係機関
の役職に就いた者に委嘱
するため。

協議会の性質上、特定の職に
ある者を委員としており、当該
職が女性でなければ女性委
員の登用ができないため、現
時点では改善は難しい。（団
体職指定）

7月

3 / 10 ページ



２　法令・条例に基づき設置されている附属機関

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

その
他内
容

整
理
番
号

審議会等の名称 部等名 課等名

現在の委員構成

女性委員を４０％以上登
用できない理由

改善策
※（）内は対象となる区分

令和4年度中
の

改選期
委員数

女性委
員数

女性委員の
割合

団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募
委員構成の内訳

行政関係 その他

13
豊川市小坂井文化セン
ター運営審議会

市民部
人権交
通防犯

課
10 3 30.00% 7 1 0 0 1 1 0 0 1 0 1 1

女性委員の登用に努めて
いるが、本施設の性質
上、団体推薦（施設の近
隣の住民で組織された団
体の代表者）による委員
の割合が高くなっており、
当該団体の代表者が男
性であることが多いことか
ら、結果として女性委員
登用率の目標達成ができ
ていない。

委員会の性質上、特定の職に
ある者を委員としており、当該
職が女性でなければ女性委
員の登用ができないため、現
時点では改善策は難しい。
（団体職指定）

4月

14
豊川市男女共同参画審
議会

市民部
人権交
通防犯

課
10 6 60.00% 0 0 5 2 2 2 2 2 1 0 0 0 40％以上達成 ―

15 豊川市環境審議会
産業環
境部

環境課 14 6 42.86% 0 0 8 3 4 1 0 0 2 2 0 0 40％以上達成 ―

16
豊川市空家等対策協議
会

都市整
備部

建築課 11 2 18.18% 6 0 0 0 1 0 2 2 1 0 1 0 40％以上達成 ― 11月

17 豊川市都市計画審議会
都市整
備部

都市計
画課

15 4 26.67% 0 0 0 0 11 4 0 0 4 0 0 0

委員の多くを関係機関の
代表者、行政関係者とし
ていることから、女性委員
の選出が難しい。

関係機関の長、行政機関の代
表者であるものを除き、委員
改選においては女性登用につ
いて積極的に検討を行う。（そ
の他）

6月

18
東三河都市計画事業豊
川西部土地区画整理審
議会

都市整
備部

区画整
理課

14 1 7.14% 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 12 0

学識経験者以外の委員
は選挙により選任され、
当選者に女性がいなかっ
たため。

選挙人は、事業地区内の土地
所有者としているが、大多数
が男性であり、共有の場合も
代表者が男性の届出が多数。
また、選挙の性質上恣意的に
女性を登用できない。（その
他）
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２　法令・条例に基づき設置されている附属機関
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数

うち
女性
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数
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数
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女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

その
他内
容

整
理
番
号

審議会等の名称 部等名 課等名

現在の委員構成

女性委員を４０％以上登
用できない理由

改善策
※（）内は対象となる区分

令和4年度中
の

改選期
委員数

女性委
員数

女性委員の
割合

団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募
委員構成の内訳

行政関係 その他

19
東三河都市計画事業豊
川駅東土地区画整理審
議会

教育委
員会

区画整
理課

14 1 7.14% 0 0 0 0 2 1 0 0 0 0 12 0

学識経験者以外の委員
は選挙により選任され、
当選者に女性がいなかっ
たため。

選挙人は、事業地区内の土地
所有者としているが、大多数
が男性であり、共有の場合も
代表者が男性の届出が多数。
また、選挙の性質上恣意的に
女性を登用できない。（その
他）

5月

20 豊川市教育支援委員会
教育委
員会

学校教
育課

24 14 58.33% 2 1 17 9 0 0 0 0 5 4 0 0 40％以上達成 ―

21 豊川市学校運営協議会
教育委
員会

学校教
育課

280 99 35.36% 236 84 0 0 44 15 0 0 0 0 0 0

学校に校区から委員を推
薦するように依頼している
ため。また、学区も校区を
よく知る区長等の宛職で
依頼しているため。

学校に校区から委員を推薦す
るように依頼しているため、適
任者がいれば積極的に女性
委員を推薦するように依頼し
ていく。（団体推薦）

22
豊川市いじめ問題対策連
絡協議会

教育委
員会

学校教
育課

13 2 15.38% 0 0 4 1 0 0 0 0 9 1 0 0
各課の課長級の職員から
委員を推薦するように依
頼しているため。

各課の課長級職員から委員を
推薦するように依頼している
ため、適任者がいれば積極的
に女性委員を推薦するよう依
頼していく。（行政関係）

23
豊川市いじめ問題専門委
員会

教育委
員会

学校教
育課

5 3 60.00% 0 0 3 2 1 0 0 0 1 1 0 0 40％以上達成 ―

24 豊川市社会教育審議会
教育委
員会

生涯学
習課

13 5 38.46% 9 3 0 0 4 2 0 0 0 0 0 0

各機関の代表者（長）で
構成する協議会であり、
男性の就任が多いことか
ら、女性委員の登用が困
難になっている。

団体の長等以外からの推薦を
可能とし依頼する。（団体推
薦）

5月
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２　法令・条例に基づき設置されている附属機関
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女性
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数

うち
女性

委員
数

うち
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その
他内
容

整
理
番
号

審議会等の名称 部等名 課等名

現在の委員構成

女性委員を４０％以上登
用できない理由

改善策
※（）内は対象となる区分

令和4年度中
の

改選期
委員数

女性委
員数

女性委員の
割合

団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募
委員構成の内訳

行政関係 その他

25
豊川市青少年問題協議
会

教育委
員会

生涯学
習課

13 1 7.69% 4 1 0 0 3 0 0 0 4 0 2 0

委員会委員の選任にあた
り関係機関に女性の登用
を働きかけているが、団
体の長等が男性の場合
が多く、目標値に達してい
ない状況である。

団体の長等以外からの推薦を
可能とし依頼する。（団体推
薦）

4月

26
豊川市少年愛護センター
運営委員会

教育委
員会

生涯学
習課

16 2 12.50% 4 0 0 0 7 2 0 0 5 0 0 0

委員会委員の選任にあた
り関係機関に女性の登用
を働きかけているが、団
体の長等が男性の場合
が多く、目標値に達してい
ない状況である。

団体の長等以外からの推薦を
可能とし依頼する。（団体推
薦）

4月

27
豊川市文化財保護審議
会

教育委
員会

生涯学
習課

9 1 11.11% 0 0 0 0 9 1 0 0 0 0 0

文化財に関し学識経験を
有し、かつ市城及び近隣
に在住する適任者がいな
いため。

幅広い分野においてより一層
アンテナを張り、人材発掘に
努める。（学識経験者）

28
豊川市給食センター運営
委員会

教育委
員会

学校給
食課

9 4 44.44% 2 0 4 2 2 1 0 0 0 0 1 1 40％以上達成 ―

29
豊川市中央図書館協議
会

教育委
員会

中央図
書館

10 8 80.00% 4 3 0 0 2 2 0 0 4 3 0 0 40％以上達成 ―

30
豊川市地域情報ライブラ
リー運営委員会

教育委
員会

中央図
書館

6 2 33.33% 0 0 0 0 1 0 0 0 5 2 0 0 充て職が多いため。
女性を推薦してもらうように依
頼する。（行政関係）

合　計 654 202 30.89% 301 100 70 21 135 54 6 6 104 14 38 7
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委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

委員
数

うち
女性

その
他内
容

1
まち・ひと・しごと創生総
合戦略会議

企画部
企画政
策課

11 3 27.27% 9 3 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0

団体推薦の対象となる団
体は、商工会議所や青年
会議所など、団体の代表
が男性となる場合が多い
傾向にあるため。

女性登用についての事前説
明を行うとともに、推薦依頼文
に女性登用についての文言を
加える。（団体推薦）
大学事務局等関係者への問
い合わせの際に、女性委員の
推薦を依頼する。（学識経験
者）

2
豊川市行政経営改革審
議会

総務部 行政課 13 4 30.77% 9 2 0 0 2 0 2 2 0 0 0 0

令和3年度委員改選時に
学識経験者及び団体から
の推薦において、女性員
の推薦が少なかったた
め。

推薦の依頼をする際、女性委
員の推薦を働きかける。（団体
推薦）

3
豊川市福祉有償運送運
営協議会

福祉部 福祉課 10 3 30.00% 6 2 0 0 2 1 0 0 2 0 0 0

性別を問わず適任者の推
薦を依頼しているが、各
関係団体の推薦対象とな
る役員等に男性が多く、
結果的に男性委員の比
率が高くなってしまってい
るため。

関係団体に適任者の推薦を
依頼する際、適任者がいれば
積極的に女性を推薦してもら
うようにお願いする。（委員構
成）

4
豊川市障害者地域自立
支援協議会

福祉部 福祉課 12 2 16.67% 3 0 0 0 0 0 0 0 7 2 2 0

機関・団体から男性・女性
を問わず適任者の推薦を
依頼しており、結果的に
男性委員の比率が多く
なっているため。

できるだけ女性の推薦を依頼
する。（団体推薦）

7月

5
豊川市障害者差別解消
支援地域協議会

福祉部 福祉課 20 7 35.00% 9 4 0 0 1 1 0 0 7 2 3 0

機関・団体から男性・女性
を問わず適任者の推薦を
依頼しており、結果的に
男性委員の比率が多く
なっているため。

できる限り女性の適任者の推
薦を依頼する。（団体推薦）

11月

３　要綱や規約等に基づき設置されている審議会等

整
理
番
号

部等名 課等名
委員数

審議会等の名称
団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募

女性委
員の割

合

改善策
※（）内は委員区分け

令和4年度中
の

改選期
女性委
員数

現在の委員構成 委員構成の内訳

女性委員を４０％以上登
用できない理由

行政関係 その他
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女性

委員
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女性

委員
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うち
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その
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容

３　要綱や規約等に基づき設置されている審議会等

整
理
番
号

部等名 課等名
委員数

審議会等の名称
団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募

女性委
員の割

合

改善策
※（）内は委員区分け

令和4年度中
の

改選期
女性委
員数

現在の委員構成 委員構成の内訳

女性委員を４０％以上登
用できない理由

行政関係 その他

6
豊川市高齢者虐待防止
ネットワーク運営協議会

福祉部
介護高
齢課

11 3 27.27% 5 1 0 0 0 0 0 0 6 2 0 0

協議会においては会議の
性質上、関係機関の代表
が委員となっているため
（各団体からの推薦者（長
など）に男性の比率が高
いことから、女性委員の
選出が難しい状況となっ
ている）。

関係機関には推薦するものと
しているが、団体推薦依頼に
おいて女性の推薦を勧奨依頼
していく。（団体推薦）

7
豊川市老人ホーム入所判
定委員会

福祉部
介護高
齢課

5 1 20.00% 1 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1 1
要綱に定める委員が充て
職であるため。

あて職であるため、具他的な
改善策はありません。（団体推
薦）
あて職であるため、具体的な
改善策はありません。（行政関
係）

8
豊川市地域包括ケア推進
協議会

福祉部
介護高
齢課

35 10 28.57% 17 3 4 1 1 1 0 0 10 3 3 2

協議会においては会議の
性質上、関係機関の代表
が委員となっているため
（各団体に推薦依頼する
中で、女性委員の選出も
あわせてお願いしており
ますが、各団体からの推
薦者（長など）に男性の比
率が高いことから、女性
委員の選出が難しい状況
となっている）。

関係機関には推薦する者とし
ているが、引き続き、団体推薦
依頼において女性の推薦を勧
奨依頼することとする。（団体
推薦）

9
豊川市保健対策推進協
議会

子ども
健康部

保健セ
ンター

12 2 16.67% 0 0 9 2 2 0 0 0 1 0 0 0

女性委員の登用に努めて
いるが、協議会の性質
上、保健医療団体代表者
や学識経験者、関係行政
機関の職員として特定の
職にある者を委員として
いるため、当該職が女性
でなければ女性委員の登
用ができないため。

協議会の性質上、特定の職に
ある者を委員としており、当該
職が女性でなければ女性委
員の登用ができないため、現
時点では改善は難しい。（団
体職指定）
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３　要綱や規約等に基づき設置されている審議会等

整
理
番
号

部等名 課等名
委員数

審議会等の名称
団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募

女性委
員の割

合

改善策
※（）内は委員区分け
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の
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女性委
員数

現在の委員構成 委員構成の内訳

女性委員を４０％以上登
用できない理由

行政関係 その他

10
豊川市予防接種健康被
害調査委員会

子ども
健康部

保健セ
ンター

6 0 0.00% 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 0 0

委員会の性質上、豊川伊
医師会の会長及び理事
並びに関係行政機関の職
員として特定の職にある
者を委員としているため、
当該職が女性でなければ
女性委員の登用ができな
いため。

委員会の性質上、特定の職に
ある者を委員としており、当該
職が女性でなければ女性委
員の登用ができないため、現
時点では改善策は難しい。
（団体職指定）

11
豊川市市民協働推進委
員会

市民部
市民協
働国際

課
9 5 55.56% 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 7 4 40%以上達成 ー 7月

12
豊川市地域公共交通会
議

市民部
人権交
通防犯

課
23 3 13.04% 5 0 0 0 2 0 0 0 9 1 7 2

地域公共交通の活性化
及び再生に関する法律や
豊川市地域公共会議設
置要綱において定める委
員の要件（学識経験者、
道路管理者、警察等）を
満たす者に女性が少ない
ため。

現委員に対して豊川市審議会
等委員への女性登用促進ガ
イドラインを説明し、任期満了
後の後任候補として女性を優
先に推薦してもらえるように依
頼する。（その他）

13
豊川市文化のまちづくり
委員会

市民部
文化振
興課

7 3 42.86% 0 0 0 0 7 3 0 0 0 0 0 0 40％以上達成 ー

14
豊川市桜ヶ丘ミュージア
ム協議会

市民部
文化振
興課

7 3 42.86% 3 3 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 40％以上達成 ー

15
豊川市桜ヶ丘ミュージア
ム美術資料収集委員会

市民部
文化振
興課

4 0 0.00% 0 0 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0

専門の知識が必要であ
り、男女問わず成り手を
見つけるのが難しい。特
にこの地域在住の女性専
門家が少なく、近隣市でも
苦慮している。

女性の登用に努めるべく女性
専門家にアプローチしたが、
遠方のため断られた。今後は
遠方の方でも委嘱できるよう
に交通費等の予算措置を講
じ、引き続き候補者を探す必
要がある。（その他）

16
豊川市教育行政事務点
検評価委員会

教育委
員会

庶務課 3 2 66.67% 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 0 40％以上達成 ー 6月
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３　要綱や規約等に基づき設置されている審議会等

整
理
番
号

部等名 課等名
委員数

審議会等の名称
団体推薦 団体職指 学識経験 市民公募

女性委
員の割

合

改善策
※（）内は委員区分け

令和4年度中
の

改選期
女性委
員数

現在の委員構成 委員構成の内訳

女性委員を４０％以上登
用できない理由

行政関係 その他

17
豊川市の未来を拓く教育
推進懇談会

教育委
員会

庶務課 6 2 33.33% 3 1 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0

委員数が6名と少なく、女
性が2名で33.3％、3名で
50％となる。学識経験者
など専門性を鑑みた登用
もあり、この分母の小ささ
と併せて、割合としてはこ
のようになる。

推薦のため無理強いは困難
であるが、可能であれば女性
の推薦を、というような呼びか
けを引き続き行う。（団体推
薦）

18
豊川市幼児教育研究協
議会

教育委
員会

学校教
育課

15 10 66.67% 0 0 10 8 1 1 0 0 4 1 0 0 40％以上達成 ー

19
豊川市子ども・若者支援
地域協議会

教育委
員会

生涯学
習課

18 0 0.00% 7 0 0 0 0 0 0 0 11 0 0 0

各機関の代表者（長）で構
成する協議会であり、男
性の就任が多いことか
ら、女性委員の登用が困
難になっている。

代表者会議については、女性
委員の登用は困難な状況に
あるが、各機関の実務担当者
を収集して行う実務会議につ
いては、選出にあたり積極的
な女性の登用を働きかけてい
る。（委員構成）

20
豊川市民病院地域医療
支援委員会

市民病
院

患者サ
ポート
セン
ター

17 3 17.65% 7 0 0 0 2 2 0 0 2 0 6 1

病院職員は、固定役職者
より選出し任命するため。
また、その他の委員は、
組織を代表するものとし
て各会が選出した方に委
嘱しており、選出の条件
に性別の要件を求めるこ
とが困難なため。

病院職員は、固定役職者より
選出し任命、その他の委員
は、組織を代表する者として
各会が選出した方に委嘱して
おり、選出の条件に性別の要
件を求めることが困難なため
具体的改善策はありません。
（その他）

21
三河国分寺跡調査指導
委員会

教育委
員会

生涯学
習課

4 0 0.00% 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0

三河国分寺跡の調査につ
いて専門的知識を有し、
指導助言ができる適任者
がいないため。

三河国分寺跡について専門
的な指導助言のできる人材発
掘に努める。（学識経験者）

合　計 248 66 26.61% 84 19 28 11 38 12 3 3 66 11 29 10
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